
令和７年度
宮崎市転⼊者アンケート

調査結果報告書
転⼊者の属性、転⼊理由および定住意向に関する分析

2026年3⽉（令和8年）



調査対象：宮崎市への転⼊者
（18歳〜39歳を中⼼とした若年層）

対象期間：転⼊後 概ね1年経過者
（令和6年5⽉〜令和7年4⽉転⼊）

実施期間：令和7年10⽉1⽇〜10⽉31⽇

調査⽅法：郵便配布・WEB回答⽅式
（QRコード誘導）

※転⼊者、転出者、在住者の３区分で実施した調査のうち、本報告書は「転⼊者」の結果をまとめたもの

5,055⼈

配布数（対象者全数）

1,285⼈

有効回答数
回答率
25.4%

調査概要 転入



18-24歳, 
32.4%

25-29歳, 
25.2%

30-34歳, 
23.5%

35-40歳, 
18.4%

その他, 
0.3%

4

東京都⼤阪府

宮崎県
⿅児島県

福岡県

宮崎市

1.宮崎県
2.福岡県
3.東京都

4.⿅児島県
5.熊本県
6.⼤阪府

熊本県

40.5%

年齢構成

32.7%

17.7%

宮崎県内(40.5%)や福岡県(10.7%)など近隣が多く、九州圏内での移動の傾向が強い。

回答者属性①：基本属性

10.7%

7.5%

7.1%

4.4%

2.7%

転⼊前居住地 年齢構成

転入

年度替わりの異動が最多

転⼊⽉

4⽉ 5⽉ 6⽉ 7⽉ 8⽉ 9⽉ 10⽉ 11⽉ 12⽉ 1⽉ 2⽉ 3⽉

性別

男性
45.2%

⼥性

53.9%

その他
0.9%

※回答時点



回答者属性②：基本属性

世帯構成 就労状況 リモートワーク実施率

単⾝者が４割を占めている。

正社員⽐率が⾼く、⼀部でリモートワークを活⽤した「転職なき移住」も⾒られる。

正社員
64.6%アルバイト・パート

12.8%

⾃営業
3.0%

働いていない
10.4%

学⽣
9.2%

ひとり暮らし

46.5%
夫婦と⼦ども
17.3%

その他
4.9%

夫婦のみ
16.0%

本⼈と親
15.3%

世帯構成 就労状況 リモートワーク実施率リモートワーク実施率

リモートワーク
4.8%

リモートワークではない
95.2%

転入

ひとり暮らしが46.5%と半数近くを
占め、単⾝者の転⼊が主な層となっ
ている。

正社員が64.6%と圧倒的で、安定し
た雇⽤形態での転⼊が多く、仕事が
転⼊の⼤きな前提となっている。

実施率は4.8%に留まり、⼤半がオ
フィスや現場への出勤を前提とした
就労形態であると推測される。



賃貸が66.8%と⼤半を占めるが、実
家や持ち家もありUターン層の存在
が居住形態からも伺える。

居住歴「ある」が47.3%と半数近く
おり、Uターン層が転⼊の⼤きな柱
となっていることが明確である。

10年以上が48.6%と最も多く、⻑期
間県外等で⽣活した後に宮崎市へ戻
る、あるいは移住する層が多い。

居住形態 過去の宮崎市居住歴 直前の居住期間

回答者属性③：基本属性

Uターン層 Iターン層

賃貸

66.8%
実家

12.4%

持ち家
11.1%

社宅
8.0%

その他
1.8%

ない

52.7%
ある

47.3%

1年未満
10.4%

1年以上3年未満
14.2%

3年以上5年未満
14.9%

5年以上10年未満
11.9%

10年以上

48.6%

転入



転⼊のきっかけ・宮崎市を選んだ理由

転⼊のきっかけ 宮崎市を選んだ理由

1.就職・転職
2.転勤
3.結婚

4.住環境の改善
5.進学

6.⾃然環境や気候

1.転勤
2.就職・転職
3.宮崎県出⾝
4.親族がいる

5.ゆとりのある暮らし
6.交通の利便性

7.友⼈・知⼈がいる
7.買物・医療など⽣活基盤

27.1%
33.4%

31.4%

13.9%

11.8%

11.7%

6.3%

22.6%

20.2%

7.9%

7.8%

6.3%

6.3%

23.8%

転⼊のきっかけ 宮崎市を選んだ理由

転勤や就職・転職に加え、出⾝地や親族の存在など、
仕事と地縁が宮崎市を選ぶ強⼒な理由となっている。

※複数選択可 ※複数選択可

就職・転職や転勤など「仕事」が約6割強を占め、
ライフイベントよりも仕事に伴う転⼊が圧倒的に多い。

転入



情報収集源の利⽤割合

0 20 40 60 80 100

1.⾏政情報

2.⺠間サイト

3.報道メディア

4.知⼈・友⼈

5.宮崎市⺠

6.⽀援団体・NPO

とても役に⽴った 少し役に⽴った あまり役に⽴たなかった 役に⽴たなかった 利⽤していない

32.9%

39.8%

27.9%

38.4%

29.6%

21.5%

報道や知⼈が役に⽴ったとされる⼀⽅、⾏政情報は利⽤率が低く、発信⼿法の⾒直しによる改善の余地がある。

利⽤率改善の余地あり情報収集源の利⽤割合

67.1%

60.2%

72.1%

61.6%

70.4%

78.5%

転入

利⽤した 利⽤していない



転⼊する際にほしかった情報・利⽤したかったサービス

ほしかった情報

1.住まい・不動産
2.補助⾦・助成制度

3.特になし
4.仕事・就職

5.⼦育て・教育
6.買い物・娯楽

7.医療・病院

1.移住⽀援⾦
2.住宅⽀援(家賃・購⼊・修繕)

3.特になし
4.奨学⾦返還⽀援

5.⾞・免許取得の補助
6.ネット・オフィス環境整備

7.就業⽀援・相談

42.8%37.1%

32.4%

30.3%

21.8%

19.5%

18.1%

33.2%

17.4%

16.9%

8.6%

6.0%

38.0%

13.5%

ほしかった情報 利⽤したかったサービス※複数選択可 ※複数選択可

住まいや補助⾦が上位であり、新⽣活の⼟台と

なる「お⾦」や「住まい」の現実的な情報が強

く求められている。

移住⽀援⾦や住宅⽀援への要望が⾼く、⽣活基

盤を確⽴するための初期費⽤負担の軽減が望ま

れている。

転入



転⼊前の「不安」と転⼊後の「不満」

1.住まい
2.災害リスク
3.交通の利便性
4.仕事・収⼊
5.買物・娯楽
6.医療・福祉

7.地域とのつながり
8.⼦育て環境
9.教育

10.ジェンダーギャップ

9.4%

26.7%

27.6%

16.2%

20.9%

14.2%

7.8%

転⼊前の不安 転⼊後の不満

住居や⼈間関係、仕事などの
⽣活基盤は、住んでみると想
像以上に満⾜度が⾼くなって
いる。
⼀⽅、『災害』への備えや⽇
常⽣活の『交通』の不便さに
ついては、住んだ後も厳しい
評価が続いている

転⼊前の「不安」と転⼊後の「不満」 ※複数選択可

33.3%

30.4%

26.1%

25.0%

22.4%

17.6%

15.9%

13.5%

12.5%

5.9%

10.2%

10.0%

4.7%

転入



満⾜度・定住意向・他者への推奨意向

世帯構成 就労状況 リモートワーク実施率

はい
30.6%どちらともいえない

28.8%

いいえ
4.6%

ややいいえ
6.7%

宮崎市への満⾜度 宮崎市に住み続けたいか リモートワーク実施率宮崎市を友⼈などに勧めるか

1.⾃然環境
2.⾷べ物

3.温暖な気候
4.空港アクセス

5.物価の安さ
6.交通の利便性

7.公園・緑地
8.家族との時間

9.⼈の温かさ
10.運転のしやすさ

51.1%

48.6%

35.4%

32.4%

24.7%

23.6%

※複数選択可

22.3%

21.0%

19.5%

18.4%

⾃然環境や⾷べ物への満⾜度が⾮常に⾼く、
宮崎の⾵⼟や⾷が⼤きな魅⼒として機能して
いることがわかる。

ややはい
29.3%

⾮常に
10.2%

どちらともいえない
45.1%

全く
3.0%

いいえ
7.6%

はい
34.1%

住む 

6割

勧める
4割弱

定住意向を⽰す層が約6割に達しており、転
⼊後の⽣活満⾜度と定住意向は⽐較的⾼い
⽔準に保たれている。

推奨する層が約4割弱に留まり、「どちら
ともいえない」が最多となるなど、他者へ
の推奨には慎重である。

転入


